
快適な水環境を創造し、リサイクル社会・地球温暖
化防止に貢献する流域下水道の整備（重点計画）

社会資本総合整備計画 事後評価調書

計画概要

◆計画期間 平成26年度～平成30年度（5年間）

◆計画の目標

流域が一体となって総合的な下水道整備を行い、良好な水環境を創造し、安心して快
適に暮らせるまちづくりを実現する。
下水汚泥等の資源・エネルギー利用を推進し、地球温暖化防止に貢献する。

◆計画の成果目標（定量的指標）
指標①：下水道普及率を、64.2％（H25年度末名古屋市除く）から69.9％（H30年度末名古屋市除

く）に増加させる(その他関連する事業を含む。)。
指標②：矢作川・境川流域下水道（矢作川処理区）において、エネルギー利用を目的とした汚泥

処理施設等の整備を行うとともに、豊川流域下水道において、PFI事業によりエネルギー
利用を目的とした汚泥処理施設等の整備を行う。また、矢作川・境川流域下水道（衣浦
西部処理区）において、単独公共下水道との共同処理を目的とした汚泥処理施設等の
整備を行う。

指標③：矢作川・境川流域下水道（矢作川処理区）及び豊川流域下水道において、下水汚泥の
エネルギー化を図る。



評価内容

◆交付対象事業の進捗状況

交付対象事業 事業費※ 事業の実施状況 進捗率※

A （基幹事業名） 10,729百万円 汚泥処理施設等の新・増設、改築更新等を実施 100％

Ｂ 関連社会資本整備事業 0百万円 － －％

C 効果促進事業 0百万円 － －％

合 計 10,729百万円

※進捗率（％）は、各事業の計画に対する実施割合 【事業費ベース】

◆事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況 （別紙１）

矢作川・境川流域下水道（矢作川処理区）及び豊川流域下水道において、エネルギー利用を目的とし
た汚泥処理施設等の整備を行い、下水汚泥のエネルギー化を推進することができた。



Ⅱ定量的指標の達成状況

指標①（下水道普及率（その他関連する事業を含む））

最終目標値 ７０％ 目標値と実績
値に差が出た
要因最終実績値 ７０％

指標②（汚泥処理施設等の整備率（その他関連する事業を含む））

最終目標値 2処理区 目標値と実績
値に差が出た
要因最終実績値 2処理区

指標③（下水汚泥エネルギー化率）

最終目標値 １９％ 目標値と実績
値に差が出た
要因

供用開始から２年が経過し、順調に設備が稼働した結果、効
率良くエネルギー化を進めることができたため。

最終実績値 ２０％

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況（必要に応じて記述）



◆今後の方針

◆事後評価の実施体制、実施時期

事後評価の実施体制
策定主体で評価を実施。なお、計画の各要素事業（基幹事業）については
愛知県公共事業評価実施要領に基づき評価を実施。

事後評価の実施時期
令和２年３月

公表の方法
愛知県建設局下水道課のＷＥＢページ掲載

愛知県の下水道普及率は全国平均（平成３０年度末７９．３％）に比べて低いため、引き続き流域が一
体となって総合的な下水道整備を実施し、下水道普及率を向上させる。
また、引き続き矢作川・境川流域下水道（矢作川処理区）及び豊川流域下水道の下水汚泥のエネル
ギー化率の向上を図る。



参考図面

汚泥消化施設

工事箇所



【基幹事業】
■事 業 名 矢作川浄化センター（資源循環）
■工事概要 汚泥消化施設建設工事 一式
■事業箇所 西尾市港町地内
■事業主体 愛知県
■事業効果 下水汚泥から発生したバイオガスを汚泥焼却炉の重油の補助燃料として利用することで、重油使用量

が削減され、下水汚泥のエネルギー化及び地球温暖化防止に貢献した。

事業効果の発現状況事例 別紙１

工事施工前 工事施工後



参考図面

汚泥処理施設
バイオガス利活用施設

工事箇所



【基幹事業】
■事 業 名 豊川浄化センター（資源循環）
■工事概要 汚泥処理施設等整備・運営事業
■事業箇所 豊橋市新西浜町地内
■事業主体 愛知県
■事業効果 汚泥処理施設等整備・運営にＰＦＩ手法を導入し、既設汚泥処理施設の改築、バイオガス利活用施設を

整備することで、下水汚泥からバイオガスを生成することによるエネルギー化及び減容化による汚泥処
理費の低減、バイオガス発電により温室効果ガス排出量を削減し、地球温暖化防止にも貢献した。

事業効果の発現状況事例 別紙１

工事施工前 工事施工後


